
代表取締役
社長執行役員

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
ここに、第98期中間期の会社概況についてご報告申し上げます。

　当第２四半期連結累計期間における当社グループを取りまく経営環境は、自動車業界において、国内
及び海外の需要回復が進んでいましたが、東南アジアにおける新型コロナウイルス感染再拡大や半導体
供給不足の影響により、足元では新車販売減少の影響を受けています。一方、建設機械業界において、
昨年度後半から急回復した需要は、引き続き好調を維持しています。
　このような状況下、売上高は、コロナ影響を大きく受けた前年同期からの反動増により、大幅な増収と
なりました。営業利益は、売上の回復及び生産数量増によるコスト改善と、前期に実施した固定費削減に
加え、特殊鋼鋼材事業における昨年の高炉改修に伴う一過性費用の解消等により、損失を計上した前年
同期に比べ大幅に改善しました。
　通期の見通しにつきましては、売上高は、自動車向けは、半導体供給不足の影響が下期以降も継続す
ると見られるものの、建設機械を中心とする需要が引き続き好調に推移し、前期比増収の1,400億円を見
込んでいます。利益面では、好調な需要や上期の特殊鋼鋼材事業の損益改善を受け、下期には合金鉄
単価やエネルギー価格の高騰及び円安による輸入原材料価格の上昇は見込まれるものの、前期に比べ大
幅に改善し、営業利益は期初予想を上方修正し、43億円を見込んでいます。
　剰余金の配当につきましては、業績の回復及び来期も増益が見込めることから、３期ぶりの復配として
います。また、期初計画から期末配当を１株当たり10円増配し、年間配当金額は１株当たり40円を予定
しています。

　計画始動から１年半の折り返し地点を迎えた「2020中期経営計画」の進捗につきましては、懸案となっ
ていたインドネシア特殊鋼鋼材子会社（JATIM）の再建は順調に進み、2020年度下期より営業黒字化
を果たしました。北米ばね子会社（MSSC）についても、工場統合による再建計画は順調に進捗しており、
2022年度より黒字化となる見込みです。
　最終年度となる来年度（2022年度）については、コロナ再拡大や半導体供給不足の影響等、不透明
なリスクはあるものの、当社では、昨年度の希望退職を含む固定費削減等により損益分岐点を引き下げ、
事業環境の変化にも対応できる利益体質への転換を進めており、利益目標である「営業利益70億円」、
「ROE８％以上」については、達成可能と考えております。
　
　また当社では、社会課題解決への取り組みを企業が果たすべき重要な責務の一つと認識しています。こ
れまでも、環境保全活動やグローバル拠点を含めた社会貢献活動に注力してきましたが、社会環境が大
きく変わり続ける中、当社でもESGに関する取り組みを加速させています。
　新たに「サステナビリティ委員会」を設置し、2050年度カーボンニュートラルに向けた、2030年度の
CO2排出量の削減目標を策定しました。また、環境負荷低減を考慮した生産に加え、最終製品やお客様
の生産工程におけるCO2排出量の削減に貢献する製品・素材の開発も進めています。環境面以外にも、
「人材育成」の強化に向けた新人事処遇制度の導入や、「ダイバーシティ」の面から、女性が働きやすい
職場環境づくりと制度面の整備を進めております。

　株主の皆様におかれましては、引き続きご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

2020中期経営計画スローガン

「素材から製品まで一貫したモノづくりで
お客様に付加価値を提供する」

株主の皆様へ
中間報告書

2021年４月１日～2021年９月30日

証券コード：5632

第98期
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連結売上高 連結営業利益

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 セグメント別売上構成比率

業績の推移

特殊鋼鋼材
55.2%

ばね
30.2%

素形材
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機器装置
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その他
2.7%
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セグメント別状況

特殊鋼鋼材事業 ばね事業

機器装置事業素形材事業

　売上高は、昨年度後半からの建設機械及び産業機械・工作
機械メーカーの需要増に加え、コロナ影響からの回復もあり、
増収となりました。営業利益は、国内事業の売上数量増及び
生産数量増によるコスト改善効果や、昨年の高炉改修に伴う
一過性費用の解消に加え、価格高騰前の原材料在庫の使用や
在庫評価益等の増益要因もありました。一方、インドネシア海
外事業では、売上数量増と製造コスト及び固定費削減による
増益要因がありました。特殊鋼鋼材事業全体としては、国内
外ともに原材料価格上昇の売価反映タイムラグによるマイナス
要因があったものの、増益となりました。

　通期では、下期に合金鉄単価やエネルギー価格の高騰、円
安による輸入原材料価格の上昇影響が見込まれるものの、旺
盛な建設機械需要に支えられ需要は引き続き好調に推移し、
前期比大幅な増収・増益を見込んでいます。

　売上高は、自動車向けは世界的な半導体不足による生産減
の影響があったものの、コロナ影響からの回復が進み、建設
機械向けについても需要増が継続しており、増収となりました。
営業利益は、売上数量増による増益要因があった一方で、北
米における材料供給問題に対する緊急対応として、日本からの
輸出に切り替えることで供給継続を図る際に一時的な空輸費用
が発生したこと、また海上輸送切り替え後の世界的なコンテナ
不足による海上輸送費の高騰等により、前年同期に比べ８億円
の改善に留まり、損失となりました。

　通期では、東南アジアにおけるコロナ再拡大等もあり、半導
体不足の影響が下期以降も継続することが見込まれますが、
建設機械需要の好調が続き、売上高は増収を見込んでいます。
営業利益は、北米の輸送対応については、現在は安価な輸送
手段への切り替えが完了しており、下期では影響は解消するも
のの、半導体不足や原材料価格高騰の影響もあり、前期に比
べ６億円の改善に留まり、損失が継続する見込みです。

　売上高は、受注から売上げを計上するまでの期間が比較的
長いため、前第２四半期の売上げではコロナ影響は限定的とな
りました。しかしながら、当第２四半期は、昨年度の商談遅延
の影響を受けたことに加え、製鉄機器・海洋機器関連製品の
売上減もあり、減収となりました。営業利益は、各種コスト削
減に向けた取り組みの効果があったものの、売上高の減少が
大きく、減益となりました。

　通期では、受注環境は厳しく製品の採算低迷等があるものの、
大型鍛圧機械の移設案件の売上計上等により、増収・増益を
見込んでいます。

　売上高は、コロナ影響からの回復による需要増に加え、特
殊合金粉末及び精密鋳造品の新規受注品の売上げも好調に推
移したことにより、増収となりました。営業利益は、売上数量
増により、増益となりました。

　通期では、AMC＊立ち上げに伴う償却費の増加等があるも
のの、売上数量増やコスト改善等により、増収・増益を見込ん
でいます。

＊�AMC：Advanced�Materials�Center�
（開発・試作・改善を目的として、千葉製作所内に新設）
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2020中期経営計画の進捗特集

赤字海外事業の構造改革

中計最終年度の2022年度に向けた見通し

昨年５月に策定した「2020中期経営計画」は、折り返しを過ぎ、来年度（2022年度）が最終年度となります。
新型コロナウイルス感染再拡大や半導体供給不足等のリスク要因はありますが、課題であった海外事業の再建が進むとともに、固定費削減によ
る損益分岐点の引き下げにより、売上に依らずに利益を確保できる財務体質を構築し、来年度営業利益70億円の目標達成に向けて全社一丸と
なって取り組んでいきます。

■インドネシアJATIM

✓�インドネシアJATIM再建計画進捗
・���昨年度までに生産性改善施策は完了し営業黒字化、その後も黒
字継続し再建を前倒しで達成。

・���年初からの旺盛な鋼材需要でフル操業。2021年7-8月（JATIM下
期）にコロナ禍の影響で一時的に酸素供給制限による操業停止
が発生したが、コロナ禍落ち着きにより9月から供給が再開され、
再びフル操業。

・���今後は、財務体質強化や室蘭との2本柱化に向けて次の一手を検
討するステージへ。

■北米MSSC

✓�北米MSSC再建計画進捗
・���一過性の要因を除く損益は着実に改善し、真水の損益では今期
は昨年度比赤字4割減の見込み。

・���本年度末の北米工場統合完了により、来年度は営業黒字化の見
込み。統合により工場稼働率を高めると同時に、固定費削減によ
る外部要因のボラティリティ耐性強化を図っている。

・���その最中に一過性の要因が重なり各々対策を講じてきたが、そ
の損益影響が大きかった。
・�コロナ禍/半導体不足　　　　・�資源・材料高騰
・�サプライチェーン混乱　　　　・�海上輸送費高騰

・���北米工場統合は計画通り進捗。半導体不足の影響が下期も続く
と予想し、受注変動に対する生産体制のフレキシビリティを高
めることで損益影響のミニマム化を図る。

■2022年度の見通し
◦　中期経営計画最終年度の2022年度は、中期経営計画目標の営業利益70億円、ROE8％以上を達成可能と見ている。

◦　見通しの前提
　　　・�上期実績をベースとし、一過性の特殊要因を除く。
　　　・�半導体・部品不足は今下期まで継続するが、来期は解消する。
　　　・���材料高騰によりコストが先行して増加するが売価反映は概ね半期遅れるため、その間はコスト負担が増加する。�

売価反映は今期末に完了し、来期はそのコスト負担が解消される。
　　　　（半導体・部品不足、材料高騰売価反映タイムラグともに期末に向けて解消していくと予想）
　　　・�将来に向けた設備投資の完成が複数あり、その償却負担が増加する。

◦　��更に確定済みの受注による売上増加で一段の増益も期待でき、前提に入っていない外部要因による業績リスクが生じても、その影響を吸収
できる体質を目指す。

2021年
上期実績

2022年
見込

（増収込）

北米材料
輸送コスト 材料高騰

売価反映
タイムラグ

上期実力 上期実力
×2

減価償却費
増加

北米統合
効果

2022年
見込

売上増

単位：億円

年間換算

6
7.5 12

在庫評価等
△14

10

△5

70
以
上

78

39
27

半導体不足
影響

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
2019年 2020年 2021年 2022年

営業損益及び生産重量

10千㌧/月

5千㌧/月

△6億円

△1億円 △1億円

1億円

3.5億円

2.7億円

コロナ禍による酸素不足に
起因した減産の影響　△1.6

生産量回復で
利益回復見通し

2019年 2021年2020年 2022年 2023年

営業損益の推移

統合による一時損 コロナの影響

拠点統合完了

△17億円 △16億円

△25億円

△ 2
△ 4

△ 19

△ 10
△ 6

4億円 5億円

一過性の要因：
　・半導体不足の影響 △8.5
　・材料高騰の影響 △5
　・材料空輸・コンテナ高騰 △7.5
　　（材料メーカー経営危機対応）
　・その他(在庫評価など） ＋2
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ESGへの取り組み特集

当社は、社会課題解決への取り組みを企業が果たすべき重要な責務の一つと認識しています。これまでも当社では、環境保全活動やグローバル
拠点を含めた社会貢献活動に注力してきましたが、社会環境が大きく変わり続ける中、ESGの取り組み強化と情報開示の要請は急速な高まりを
見せています。
こうした状況の中、当社では、以下の取り組みをはじめとして、これまで以上に脱炭素化を含む社会課題の解決に向けた取り組みを加速させて
います。

サステナビリティ委員会の設置
当社グループの持続的な成長を担保するための施策の協議・立案を目的に、ESG・SDGs等の脱炭素以外の課題も含む非財務項目への対応を網羅
的に担保する組織として、社長執行役員を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置し、当社のサステナビリティ活動の推進に向けて、全
社横断的に対応できるマネジメント体制といたしました。

<サステナビリティ推進体制図>

取締役会

サステナビリティ委員会

地球環境委員会
（環境ISO対応）

カーボンニュートラル委員会
（脱炭素対応）

ESG分科会
（事務局）

報告・審議

報告・審議 報告・審議 報告・審議

チャレンジ・ゼロへの参加
一般社団法人�日本経済団体連合会（以下「経団連」）が主導する「チャレンジ・ゼロ」に参加しました。
当社の「チャレンジ・ゼロ」における具体的な取り組み（イノベーション事例）の詳細は、下記「チャレンジ・ゼロ」公式ウェブサイトに掲載してお
ります。
当社では、「チャレンジ・ゼロ」の趣旨を鑑み、引き続き当社の事業活動を通じた温室効果ガスの排出量削減と脱炭素社会の実現に向けた取り組
みを進めてまいります。

・イノベーション事例①「熱電材料による未利用熱の有効活用」
https://www.challenge-zero.jp/jp/casestudy/807
・イノベーション事例②「鋼材切断用ガスの水素代替活用によるCO2削減」
https://www.challenge-zero.jp/jp/casestudy/808

「チャレンジ・ゼロ」とは？
経団連が日本政府と連携し、気候変動対策の国際枠組み「パリ協定」が目指す脱炭素社会の実現に向け、企業・団体がチャレンジするイノベーションの
アクションを、国内外に発信し後押ししていく新たなイニシアティブ。

TCFD提言への賛同
「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」による提言への賛同を表明いたしました。
当社では、「気候変動問題への対応」を重要な経営課題の一つと捉えており、従来より、環境負荷物質の低減を主とする環境保全活動等を行って
まいりました。今後は、TCFDのフレームワークに基づき、気候変動に起因する事業リスクやビジネス機会とその財務的影響等についての情報開
示を拡充してまいります。

「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」とは？
Task�Force�on�Climate-related�Financial�Disclosure�の略で、主要国の中央銀行や金融規制当局が参加する金融安定理事会(FSB)によって設立さ
れたタスクフォース。金融市場の不安定化リスクを低減するため、企業に対し、気候変動に起因するリスクと機会の財務的影響、具体的な対応・戦略等
についての情報開示を提言している。

2050年カーボンニュートラルに向けた削減目標を設定
カーボンニュートラルに向けた取り組みとしては、2050年「カーボンニュートラル達成」に向けたロードマップを策定し、生産と機器の効率化
や再生エネルギーの利用等により、以下のとおりCO2排出量削減目標を掲げました。その中でオフィス部門では、太陽光発電の活用などにより、
2030年でのカーボンニュートラル実現を目指しています。

E

E

E

2013年度比で2030年までに、
　鋼材部門	：（事業拡大のため）原単位での10％の削減
　他	部	門	：	総排出量の50％の削減

2050年実質排出量0を目指す
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ESGへの取り組み特集

当社で働く多様な従業員が、持てる力を最大限発揮し、誇りとやりがいを持って活躍できる企業を実現する観点から、ダイバーシティ&インク
ルージョンに取り組んでまいります。

●「CSRレポート2021」を発行

ダイバーシティに向けた取り組み

ダイバーシティ（多様性） ：�女性、高齢者、LGBT、外国人、障がい者などあらゆる人材を企業に迎えいれること
インクルージョン（包括）�：�あらゆる人材がその能力を最大限発揮でき、やりがいを感じられるようにすること

多様な人材の活躍を目指した取り組み

女性活躍の推進

多様な事情を抱える人材が活躍できる働き方の実現

キャリアを通して女性社員が能力を発
揮し続けることを支援し、指導的立場
への登用を含めた、すべての職場や階
層での女性活躍を推進します。

女性従業員比率

2025年までに

15%以上を目指す
（2020年度12.4%）

有給休暇取得率

2022年度以降75%を目指す
（2020年度44％）

女性管理職比率

2025年までに

10%以上を目指す
（2020年度4.3％）

女性役員比率

2022年までに

10%以上を目指す
（2020年度0.0％）

多様な人材の活躍の前提として長時間労働を根絶し、個々人が成果をあげら
れる働き方、休み方を考えます。労使共有課題として、実現に向け取り組んで
いきます。

2021年6月に、コーポレート・ガバナンス体制の基盤整備を行い、経営の客観性・透明性を確保すべく、新体制へと移行しました。
2022年4月には、東京証券取引所の新市場区分への移行が予定されており、プライム市場への上場に向け、コーポレート・ガバナンスを一層充実
させ、株主・投資家の皆様からも透明性のある経営体制と評価していただける体制にすべく、より一層のコーポレート・ガバナンス体制の強化を
進めています。

中長期的な企業価値向上を目指したガバナンスの強化

S

G

当社のESGに関する取り組みの詳細等につきましては、当社ウェブサイトに掲載しております「CSRレポート2021」を
ご覧ください。
https://www.mitsubishisteel.co.jp/csr/

コーポレート・ガバナンス体制の基盤整備

完 了取締役の任期短縮（2年→1年）
経営責任の明確化、変化する事業環境への対応

諮問・
答申機能を

付加
ガバナンス委員会の指名報酬機能強化
客観性・透明性の確保

純資産比率
15％→4%

資産効率を意識した経営
保有株式の売却

完 了社外取締役による牽制機能の強化
取締役会に占める比率を1/3以上

導入済執行役員制度への移行
能力・適性に応じた機動的な経営陣の構成

社外役員も
今後

参加予定
SR活動の取り組み強化
社外役員も含めて対応

経営の客観性・透明性 将来への成長性

中長期的な企業価値向上
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（ご注意）
1．�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、�
原則、口座を開設されている口座管理機関(証券会社等)で承ることとなっております。
口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人(三菱UFJ信託
銀行)ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、左記特別口座の口座管理機関(三菱UFJ信託�
銀行)にお問合せください。

　��なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。
（注）��本書の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。�

また、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月
同総会権利行使
株 主 確 定 日 3月31日
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

東京都府中市日鋼町1-1
℡0120-232-711（通話料無料）（平日9:00-17:00）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって�
電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL�https://www.mitsubishisteel.co.jp/

株主メモ

会社概要
当社グループの概況（2021年９月30日現在）

本 社 東京都中央区月島四丁目16番13号
設 立 1949年12月
資 本 金 100億3百万円
研 究 所 技術開発センター、技術開発センター室蘭分室
事 業 所 千葉製作所、広田製作所
支 社 中部（名古屋）、西日本（大阪）
営 業 所 福岡、広島

アフターパーツ補給サービスセンター全国12ヵ所
子 会 社 国内

��三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社
��三菱長崎機工株式会社
��菱鋼運輸株式会社

海外
��PT.�MSM�INDONESIA
��PT.�JATIM�TAMAN�STEEL�MFG.
��MSSC�CANADA�INC.
��MSSC�US�INC.
��MSSC�MFG�MEXICANA,�S.A.�DE�C.V.
��MSSC�Ahle�GmbH
��寧波菱鋼弾簧有限公司
��MSM�SPRING�INDIA�PVT.�LTD.
��MSM�Philippines�Mfg.�Inc.
��MSM（THAILAND）CO.,LTD.

当社の役員（2021年９月30日現在）
　代 表 取 締 役�
　社 長 執 行 役 員 佐　藤 基　行
　代 表 取 締 役�
　専 務 執 行 役 員 永　田 裕　之
　取 締 役 髙　島 正　之
　取 締 役 菱　川 　　明
　取 締 役�
　常 務 執 行 役 員 山　口 　　淳
　取 締 役�
　常 務 執 行 役 員 関　根 博　士

（注）���髙島正之、菱川　明、坂本泰邦、中川徹也の4氏は会社法に定める社
外役員であり、独立役員として株式会社東京証券取引所に届け出て
おります。

　常 勤 監 査 役 坂　本 泰　邦
　常 勤 監 査 役 永　井 岳　司
　監 査 役 中　川 徹　也

当社の株式の状況（2021年９月30日現在）

■所有者別株式数

■大株主
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社＜信託口＞ 1,698� 11.00�
三菱重工業株式会社 1,000� 6.48�
明治安田生命保険相互会社 715 4.63�
株式会社日本カストディ銀行＜信託口＞ 648 4.20�
株式会社三菱UFJ銀行 429 2.78�
三菱製鋼共栄会 377 2.44�
三菱UFJ信託銀行株式会社 342 2.22�
UBS�AG� LONDON�A/C� IPB� SEGREGATED�
CLIENT�ACCOUNT 274 1.78�

東京海上日動火災保険株式会社 255 1.66�
日本製鉄株式会社 226 1.46
（注）�持株比率は、自己株式271千株を控除して計算しております。
� ��なお、自己株式には「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式(81千株)

は含んでおりません。

■金融機関：31.5%

■金融商品取引業者
：4.5%

■事業法人・その他法人：17.4%■外国法人等：7.4%

■個人・その他：39.2%

■発行済株式の総数
■株主数

15,709,968株
10,395名
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